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1 大塚仁他編『大コンメンタール刑法 第 5 巻 第二版』（青林書院，1999年）221頁〔村上光鵄執筆〕。
2 照沼亮介『体系的共犯論と刑事不法論』（弘文堂，2005年）213頁，高橋直哉「承継的共犯に関する一考察」





























































(1)平成27年 2 月下旬頃，本件の被害者である B（以下，「B」とする。）は，C 株式会社 D を名乗
る氏名不詳者（以下，「D」とする。）から複数回にわたり電話を受け，B が必ず当たるロト 6 の特
別抽選に選ばれたこと，特別抽選には E 銀行の審査が必要である旨告げられ，続けて E 銀行の審
査担当 K を名乗る氏名不詳者（以下，「K」とする。）からの電話で，住宅ローンや定期預金の有
無を尋ねられたうえ，後日審査に通った旨の電話を受けた。K の話を信じた B は，3 月初旬に D
と連絡を取ったところ，D から，特別抽選に参加するためには E 銀行に金を払わなければならな
い旨伝えられ，現金を発送するよう指示された。B はこれを信じ，D から指定された送付先に，3
月 4 日に現金50万円を，3 月13日に現金100万円をそれぞれ宅配便で送った。







(3)これを聞いた B は息子に相談したところ，詐欺に遭っていると言われたため，3 月21日頃警察




























































































































































































































































































































































































































点については，Stratenwerth/Kuhlen, Strafrecht Allgemeiner Teil Die Straftat,6.Au‰.,2011,§12,Rn.116Š.,
S.248Š.; Rudolf Rengier, Starafrecht Allgemeiner Teil 9.Au‰.,2017,§45,Rn.2,S.418; Kristian Kuhl,







51 山口・前掲注(5)16頁以下，松原・前掲注(22)203頁，相内信「承継的共犯について」金沢25巻 2 号（1983
年）42頁，町野朔「惹起説の整備・点検」内藤古稀『刑事法学の現代的状況』（有斐閣，1994年）133頁，
浅田和茂『刑法総論 補正版』（成文堂，2007年）422頁，小林憲太郎「いわゆる承継的共犯をめぐって」研
修791号（2014年）8 頁以下，立石二六『刑法総論 第 4 版』（成文堂，2015年）319頁，山中敬一『刑法総




























































































64 橋本正博『刑法総論』（新世社，2015年）248頁以下，山口厚『刑法総論 第 3 版』（有斐閣，2016年）315
頁以下など。
65 効果因果説は，後行行為者の行為の評価を先行行為者の視点から説明するが，その評価とはまさにこの意味
においてなされていると考えられる。また，本稿は混合惹起説の立場から検討を試みたが，純粋惹起説及び
修正惹起説の立場を効果因果説の理解に反映させることも可能であると思われる。すなわち，純粋惹起説
は，共犯の立場からみた不法が存在すれば共犯処罰を可能とすると考えるので，共犯の独立性が強く，当該
構成要件該当性評価においても先行事情を含めない形で評価されることになり，結論としては全面否定説を
採用した場合と同様になると考えられる。その一方で，修正惹起説の立場からは，正犯不法の存在をもって
共犯処罰を可能とすることから，正犯の不法が詐欺罪の不法であることから，共犯である後行行為者の財物
受領の構成要件該当性評価においてもこれが反映され，詐欺罪の共犯が成立することになると思われる。
66 共犯成立のために必要とされる因果性の要請を緩和し法益侵害結果との間で認められれば足りるとする点
で，一部肯定説に分類される本質的法益説も効果因果説と共通する。しかし，本質的法益説によれば，当該
構成要件の予定する本質的な法益侵害結果との因果性があれば承継的共犯の成立を認めることができるとさ
れており，どの法益が当該構成要件における「本質的な法益」であるのかが決定的に重要となるところ，こ
の点についての見解の相違がダイレクトに承継的共犯の成否に影響することになる。例えば強盗罪について
見解の内部で対立する。肯定説として，十河・前掲注(36)146頁。否定説として，橋爪・前掲注(56)96頁。
このように見解内部で結論の一致をみない状況では，統一的な事例の処理に資することができないと思わ
れ，なお検討の余地があると思われる。
か否かを分ける機能を有していることも考え併せると，これら惹起説内部での見解の相違を反映さ
せたうえで，承継的共犯論の問題を検討することが可能となるはずである。
この点，現在有力に支持されている混合惹起説によれば，共犯も正犯と同様の不法の惹起ゆえに
処罰されるが，正犯者の立場からみた不法が共犯者の立場からも不法であるといえることを要求す
る見解として理解される64。すなわち，問題となる構成要件が正犯・共犯いずれに対しても禁止さ
れていると評価できることが共犯処罰にとって必要であり，いずれか一方が欠ける場合については
共犯の成立が差し控えられることになる。しかしながら，ここで詐欺罪の承継的共犯が問題となる
場合について考えてみると，詐欺罪は先行行為者，後行行為者の双方に対して禁止が向けられた犯
罪類型であり，そのため後行行為者は，先行行為者が開始した詐欺罪の受領行為を行うことによっ
て詐欺罪の不法を惹起し得，このような意味において，後行行為者の行った「財物の受領」行為と
は，先行行為者によって開始された「詐欺罪」の一部である「受領行為」と評価することが可能と
なり，詐欺罪の共犯として処罰可能となるのである65。このように，承継的共犯が問題となる事案
において混合惹起説を根拠として効果因果説を理解する場合には，後行行為の「評価」については
先行事情を取り込んだ形で評価することが可能となり，これにより犯罪の実態に沿った形で後行行
為者の罪責を検討しうるといえる66。したがって，現金送付型の手口によって実行された詐欺にお
いて，たとえ後行行為者が先行行為者らによる欺罔行為には関与しておらず，ただ荷物を受け取っ
たにすぎないという場合であっても，当該受領行為が先行行為者による行為の効果が継続している
中でなされたことが認められれば詐欺罪の共犯の成立が肯定され，さらに，後行行為者の行った受
領行為は詐欺の結果発生を確定させる行為であると考えられることから詐欺罪の実行行為の一部を
成し，詐欺罪の共同正犯の成立が肯定されるのである。
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67 高橋（則）・前掲注(10)187頁。
68 なお，高橋（則）・前掲注(10)は（修正された）客観的危険説において，被害者の錯誤の点（だまされる被
害者か，だまされない被害者か）に重点を置くことよりも，「錯誤に基づく処分行為」の存在可能性を問う
べきことを主張する。
69 団藤重光『刑法綱要総論 第三版』（創文社，1990年）168頁，井田良『講義刑法学総論』（有斐閣，2008年）
412頁，川田宏一「不能犯をめぐる問題とその事実認定について」警論67巻 4 号（2014年）148頁。
．｢だまされたふり作戦」との関係
以上のように，本稿は承継的共犯の成否について効果因果説に基づいて検討を加えるが，本件に
おいて問題となった事案においては，被害者は先行行為者らの欺罔行為により一度は錯誤に陥った
ものの，その後これを見破り，警察と協力してだまされたふり作戦が実行されている。ここで，私
見との関係においては，後行行為者の受領行為の時点では被害者は先行行為者らによって作出され
た錯誤状態を自ら解消しているため，先行行為の効果の継続が認められず，後行行為者について詐
欺罪の承継的共同正犯の成立が否定されることになるのではないか，という点が問題となる。
結論を先に述べると，このような場合にも効果因果説を前提に後行行為者につき詐欺罪の承継的
共同正犯の成立を認めることが可能であると考える。それは不能犯論における未遂犯処罰のための
危険性判断と効果因果説における「効果の継続」についての判断とが，一定程度リンクするのでは
ないかと考えるからである。すなわち，効果因果説によれば，「先行行為の効果」を後行行為に取
り込んだうえで後行行為者に対し共犯の成立を認めうるところ，本決定で問題となった事案では，
被害者が「錯誤に陥ったまま」である中で後行行為者が受領行為をなしたかが問題とされる。この
点，未遂犯と不能犯との区別については，学説上様々な見解が主張されており，「現在は，具体的
危険説と客観的危険説の対立という図式となっている」と評され，さらに後者については（修正さ
れた）客観的危険説が有力に主張されているところではあるが67，これらの見解はいずれも，「被
害者が錯誤に陥ったままであった」危険性の存在の有無を問題にしている68。たしかに，一方では
効果継続性の有無を，他方では未遂犯として処罰すべき危険性の存在を問題とするもので，形式的
には異なるようにも思われる。しかしながら実質的な観点でこれをみる場合には，被害者の錯誤状
態の有無の判断が，両者において重なると考えるからである。したがって，以下では具体的危険説
及び（修正された）客観的危険説をそれぞれ概観し，さらにそれらの立場を前提とした場合につい
ての効果因果説の適用の見通しを述べる。
具体的危険説69 は，行為時点の一般人の認識と行為者が特に認識していた事情を基礎として危険
性を判断し，これが肯定された場合には未遂処罰を認める見解である。これによれば，被害者の錯
誤解消に続いてだまされたふり作戦が開始された後の受領行為の危険性判断に際して，被害者が錯
誤状態を脱してだまされたふり作戦が開始されていたという事情は，（行為者の側からすれば）あ
まりに偶然的な事情といわざるを得ないことから，行為当時における一般人が認識し得たともいえ
ず，加えて行為者が特に認識し得たともいえないことから，危険性判断の基礎とすることはでき
ず，未遂犯として処罰することが可能となる。そのため，具体的危険説は，上記の事情を基礎とし
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70 橋爪・前掲注(7)12頁以下，山口・前掲注(64)290頁，高橋則夫『刑法総論 第三版』（成文堂，2016年）
400頁。
71 山口・前掲注(64)290頁。
た行為当時の一般人の認識に基づいて当該受領行為につき詐欺の結果発生の危険があると判断され
た場合に，言い換えるならば，そのような一般人が「被害者が錯誤に陥ったまま財物を交付してい
たかもしれない」と考える場合に詐欺の結果発生の危険が認められ，たとえ実際には被害者が錯誤
から脱したうえで荷物を発送していたとしても，詐欺未遂罪の成立を肯定することに妨げはない。
このように具体的危険説を前提とした場合には，後行行為者の受領行為につき詐欺の結果発生の
危険性の有無が規範的な評価（一般人が結果発生の危険を感じたかどうかについての評価）で決定
されることになると考えられるところ，まさにそのような危険性が認められる中でなされた受領行
為は，「被害者がだまされたまま」交付した財物を受け取る行為であるといえる。したがって，効
果因果説における先行行為の「効果の継続」の有無の判断は，そのような一般人の認識により決定
されることになり，当該受領行為における詐欺の結果発生の危険性（すなわち，被害者が「錯誤に
陥ったまま」財物を交付するという危険性）が認められれば，先行行為に基づく効果の継続を肯定
し得ると考えられるのである。
また，現在有力に主張される（修正された）客観的危険説70 は，ある行為の危険性の有無を判断
するに際して，◯結果が発生しなかった原因の解明を行い，そしてどのような事実があれば結果が
発生しえたかを科学的に明らかにし，◯次に，結果をもたらしたはずの仮定的事実がありえたかで
判断されることになる71。本件の事案にこれを当てはめると，後行行為者の受領行為に詐欺の結果
発生の危険性があるかは，◯氏名不詳者らの電話の内容を信じて現金を交付してしまう被害者であ
れば結果が発生し得たといえ，さらに◯そのような被害者を想定することは不可能ではない（実際
に本件の被害者も，本件荷物の発送前に 2 度に渡り現金を発送していた）ことから，後行行為者
の受領行為について詐欺の結果発生の危険性が認められることになる。
この点，修正された客観的危険説においても当該結果発生の危険性を判断するうえで実際の被害
者が錯誤から脱していたことは考慮しておらず，ここではもっぱら仮定された被害者を前提として
危険性の判断がなされている。すなわち，実際の被害者はだまされていなくても，だまされる被害
者が想定できる（存在し得る）かぎりにおいて詐欺の結果発生の危険を認めており，そこでは被害
者の置き換えが生じているといえる。そしてここでも，危険性判断の対象は後行行為者の受領行為
であることから，後行行為者に成立する罪責の検討，すなわち承継的共同正犯の成否もまたパラレ
ルに検討され，効果因果説における効果の継続の有無は，もっぱら「仮定された被害者」を対象に
検討されてよい。そうすると，仮定された被害者について先行行為者らの欺罔行為に基づく錯誤状
態の継続があり得たことになり，後行行為者の介入時点においてもなお，先行行為の効果が継続し
ていると解する余地があるように思われる。
以上のように，具体的危険説及び（修正された）客観的危険説のいずれの立場を採ったとしても，
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72 この点，承継的共同正犯を否定し，承継的幇助犯は肯定する二分説によれば，本件のような事案において詐
欺罪の実行行為の一部を成す受領行為を担当し重要な役割を担った後行行為者についても，幇助犯の限度で
しか共犯の成立を認めることができないことになるが，疑問である。なお，谷岡・前掲注(13)119頁以下。
73 このような特殊詐欺組織の実態については，加藤・前掲注(15)40頁以下。
被害者に対する先行行為の効果の継続を認めることができると思われる。そうであるならば，被害
者が錯誤から脱しだまされたふり作戦が開始されていたとしても，受領行為を行った後行行為者に
ついては承継的共犯の成立が認められることになる。さらに，上述のように現金送付型の事例にお
ける受領行為は，その荷物の受領行為が詐欺の被害金を受け取るという当該詐欺の完成において不
可欠の行為であることから詐欺罪の実行行為の一部を成しているといえ，そのような受領行為を行
った後行行為者については共同正犯性も認められると考えられ72，結論として詐欺罪の承継的共同
正犯の成立が肯定されることになるのである。
．おわりに
本稿は，先行行為者らによって開始された詐欺の受領行為に関与した後行行為者について，承継
的共犯の成立が認められるか，また，その際にだまされたふり作戦が開始されていた場合，それが
後行行為者の罪責に影響するかについて若干の検討を加えた。そして，だまされたふり作戦が開始
された後から先行行為者らの詐欺に途中関与した後行行為者についても，同作戦の実行に関わら
ず，承継的共同正犯の成立する余地があると結論付けた。
なお，このような特殊詐欺は組織的に行われるのが通常であり，現金送付型の事例についてその
受領行為を担当する者は，逮捕のリスクが高いこともあり，組織の末端の者が担当したり，その都
度人材を確保していることが窺われる73。そのような者たちは当該詐欺について明確に認識してい
ない場合が多いとも思われ，本稿では先行行為者と後行行為者との間での詐欺の共謀が認められる
ことを前提に論じたが，上記のような事情に鑑みると，後行行為者の認識面の検討も重要な問題で
あるところ，この問題についての検討は今後の課題としたい。
